
令和元年度 北海道開発局関係補正予算について

１ 令和元年度補正予算については、「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」（令和元

年12月５日閣議決定）及び「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」（令和元年12月５日ＴＰ

Ｐ等総合対策本部決定）に基づき、「災害からの復旧・復興と安全・安心の確保」、「未

来への投資と東京オリンピック・パラリンピック後も見据えた経済活力の維持・向上」

及び「『総合的なＴＰＰ等関連政策大綱』に基づく施策の実施」に必要な経費が計上さ

れました。

（事例等については、Ｐ５以降を参照。）

（１）災害からの復旧・復興と安全・安心の確保

氾濫発生の危険性が高い河川における河道掘削・堤防強化等による洪水対策、高波等に

よる護岸等の倒壊防止対策や面的防護対策、農業水利施設、ため池、漁港等の強靱化、災

害時にも地域の輸送等を支える道路のミッシングリンクの解消等や地域における防災・減

災、老朽化等の集中的支援（防災・安全交付金等）を実施。

また、未就学児等の交通安全緊急対策、地域における安全・安心の確保（防災・安全交

付金）のため、地方公共団体の取組について重点的な支援を実施。

（２）未来への投資と東京オリンピック・パラリンピック後も見据えた経済活力の維持

・向上

農林水産業等の成長産業化・輸出産業化のための道路・港湾などが連携したインフラ整

備等や地域における成長の基盤となる社会資本整備等の総合的支援（社会資本整備総合交

付金等）を実施。

また、民族共生象徴空間（ウポポイ）における国立民族共生公園の整備を実施。

（３）「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づく施策の実施

次世代を担う経営感覚に優れた担い手の育成、国際競争力のある産地イノベーションの

促進、畜産・酪農収益力強化総合プロジェクトの推進、水産物輸出促進のための基盤整備

を実施。

○令和元年度北海道開発局関係補正予算

うち一括配分

直 轄 事 業 ７３２億円 （１８４億円）

補 助 事 業 １，０３４億円 （ ７億円）

計 １，７６６億円 （１９２億円）
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２ 積雪寒冷地域などの地域の実情に応じた公共事業の発注措置として、いわゆるゼロ

国債（当該年度の支出はゼロであるが、年度内に契約発注が可能）により効率的な執

行を促進。

○国庫債務負担行為（ゼロ国債）

うち一括配分

直 轄 事 業 ２６３億円 （ ３４億円）

補 助 事 業 ３５億円 （ － ）

計 ２９８億円 （ ３４億円）
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【 直　　轄 】 （単位：百万円）

治 水 23,506 7,695
海 岸 297 0
道 路 21,927 10,527
港 湾 整 備 2,060 150
国 営 公 園 等 730 0
農 業 農 村 整 備 22,693 0
水 産 基 盤 整 備 1,922 0
官 庁 営 繕 76 76

合　　計 73,211 18,448
注 １．計数整理の結果、異動を生じることがある。

２．四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。

【 補　　助 】 （単位：百万円）

治 水 2,238 0
道 路 390 0
住 宅 対 策 721 721
農 業 農 村 整 備 53,972 0
水 産 基 盤 整 備 7,199 0
社 会 資 本 総 合 整 備 38,914 0
　　社会資本整備総合交付金 7,225 0
　　防 災・安 全 交 付 金 31,689 0

合　　計 103,433 721
注 １．北海道開発事業費には農山漁村地域整備交付金が計上されている。

２．計数整理の結果、異動を生じることがある。

３．四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。

事　　　　　項
補　正　追　加　額

備　　　考
一括配分額

令和元年度　北海道開発局関係補正予算（事業費）

事　　　　　項
補　正　追　加　額

備　　　考
一括配分額
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【 直　　轄 】 （単位：百万円）

治 水 10,106 143
道 路 9,593 3,243
港 湾 整 備 4,426 0
空 港 整 備 940 0
都 市 水 環 境 整 備 30 30
水 産 基 盤 整 備 1,180 0

合　　計 26,275 3,416
注 １．計数整理の結果、異動を生じることがある。

２．四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。

【 補　　助 】 （単位：百万円）

道 路 1,360 0
農 業 農 村 整 備 600 0
水 産 基 盤 整 備 1,552 0

合　　計 3,512 0
注 １．計数整理の結果、異動を生じることがある。

２．四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。

事　　　　　項
ゼ　ロ　国　債

備　　　考
一括配分額

事　　　　　項
ゼ　ロ　国　債

備　　　考
一括配分額

令和元年度　北海道開発局関係補正予算（事業費・ゼロ国債）
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治水事業

○氾濫発生の危険性が高い地域における河道掘削・堤防強化等による洪水対策
台風第19号等の洪水被害を踏まえ、氾濫発生の危険性が高い区域等において、河道掘削等により

洪水時の河川水位の低下を図る対策や河川堤防の強化対策、砂防堰堤等の整備等を実施。

【河川改修】 【砂防事業】

○洪水氾濫等に対応した河道掘削等を実施。

河道掘削

河道掘削のイメージ
樹木伐採・河道掘削

樋門フラップゲート化実施前

【河川維持修繕等】
○内水による浸水被害の防止・軽減のため、排水施設等の機能強化を実施。

監視カメラ等の整備

○水害・土砂災害リスク情報の提供や防災情報のアクセス集中対策等
防災情報の迅速かつ的確な把握・提供のための監視カメラ等の整備、防災情報サイトのアクセス

集中対策等を実施。

川の防災情報等の
アクセス集中対策

○簡易型河川監視カメラ等の整備、防災情
報サイトのアクセス集中対策として、サー
バーの増強等を実施。

【防災情報】

樋門フラップゲート化実施後

流木止工

凡 例
老人ホーム グ

ループホーム

○土砂・流木災害対策として砂防設備の整備を
実施。

流木止工

・洪水時に流れてくる流木を捕捉
して下流への被害を防ぎます。

■流木止工

流木止工のイメージ
流木を捕捉

河道掘削のイメージ
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海岸事業

○高波等による護岸等の倒壊防止対策や面的防護対策
台風15号による高波被害を踏まえ、高波等による施設の損傷や背後地の浸水を防止するため、海岸

保全施設の補強を実施。

【波浪に対する強度が不十分な堤防等の補強・破堤防止対策】

○経年的な波浪の影響により緩傾斜護岸基礎工が一部損傷し、護岸本体に影響が及ぶ恐れがある
ため、基礎工を改良し損傷の再発防止を図ります。

○水害・土砂災害リスク情報の提供や防災情報のアクセス集中対策等
防災情報の迅速かつ的確な把握・提供のための監視カメラ等の整備を実施。

【海岸堤防等の高潮対策等のためのソフト対策に関する緊急対策】

○防災情報を迅速に提供するため、ＣＣＴＶカメラ映像の一般公表のための改良を実施。
○耐用年数が超過しているＣＣＴＶカメラの更新及び無停電化による冗長化対策を実施。

緩傾斜護岸基礎工改良（苫小牧工区（有明地区））

有明地区

白老町
しらおい

全体平面図
苫小牧市
とまこまい

ＣＣＴＶカメラ更新、無停電化

ＣＣＴＶカメラ更新

無停電装置の設置

胆振海岸リアルタイム情報

防災情報の迅速化（防災情報システムの改良等）

※整備イメージ※防災情報システム画面イメージ

胆振海岸

####/##/## ##:##のカメラ画像 閉じる

胆振海岸

緩傾斜護岸基礎工改良（北吉原工区）
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〈農林水産業等の成長産業化・輸出産業化のための
道路・港湾などが連携したインフラ整備〉

〈市街地の緊急輸送道路等における無電柱化〉

道路事業

○災害からの復旧・復興と安全・安心の確保
・市街地の緊急輸送道路等における無電柱化
台風時の電柱倒壊による道路閉塞等の被害を防止するため、市街地の緊急輸送道路等

における無電柱化を実施。

・道路の橋梁の損傷防止対策等、生活・交通機能を失わないためのインフラ整備
河川の増水による道路の橋梁の損傷・通行阻害等を防止するため、損傷等を未然に防

止する対策や道路の法面・盛土の防災対策等を実施するとともに、発災時に早期復旧・
復興ができるよう、特車通行許可の迅速化等に向けた対策を実施。

・道路インフラの老朽化対策
地域の経済や緊急時の救急救命等を支える、地域の防災上重要な路線において、安全

かつ円滑な通行を確保するため、橋梁等の老朽化対策を実施。

・未就学児等の交通安全緊急対策
「未就学児を中心に子供が日常的に集団で移動する経路の緊急安全点検」の結果等を

踏まえた、生活道路のエリアへの面的対策や幹線道路の交通安全対策等を早急に実施。

○未来への投資と東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ後も見据えた経済活力の維持・向上
・農林水産業等の成長産業化・輸出産業化のための道路・港湾などが連携したイ
ンフラ整備
農林水産業等の成長産業化・輸出産業化のため、貨物量の増加、船舶の大型化等に対

応した港湾の整備等と連携し、迅速かつ円滑な物流の実現に資するアクセス道路等の整

備を実施。

※写真は全道における代表的な事例を紹介しています。

〈道路の橋梁の損傷防止対策等、
生活・交通機能を失わないためのインフラ整備〉

〈道路インフラの老朽化対策〉

写真を添付

（企画３係担当）

至 仁木IC(仮称)

至 札幌
至 小樽港

余市IC

凡例
開通済(NEXCO)
事業中(国交省)

【岩盤のひび割れ】

【主桁の剝離、漏水、遊離石灰】

【市街地の緊急輸送道路に
密集した電柱】
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○未来への投資と東京オリンピック・パラリンピック後も見据えた経済活力の維持・向上

・老朽化した既存ストックの利用転換により、港内混雑・滞船が緩和され、米、とう
もろこし等の荷役効率化が図られます。また、陸上輸送ネットワークと結接するこ
とで、背後の酪農地域へ飼料を効率的に供給することができます。

港湾整備事業

既存ストックの利用転換による荷役効率化

陸上輸送ネットワークとの結節による輸送効率化

水面貯木場は老朽化しているほか、
荷役形態の変化により低利用

とうもろこし荷役状況（イメージ）

［効果］

老朽化した水面貯木場を、とうもろこし等を扱う新たな
岸壁として利用転換することで、効率的な荷役が可能

［効果］

飼料原料の輸入拠点整
備により、近隣の高規
格道路等と結節され、
道内各地への効率的な
飼料供給が可能

中央北ふ頭は
常に混雑

背後ヤードの一体的な利用
で荷役を効率化

新規岸壁の整備により、
西港区全体の混雑緩和に寄与

老朽化・荷役形態が変化した施設を新
たな岸壁・荷捌き地に再生

○災害からの復旧・復興と安全・安心の確保

・高波等による施設の損傷や背後地の浸水を防止するため、防波堤を補強します。
・走錨事故を防止するため、防波堤の整備により船舶の避難水域を確保します。
・緊急的な港湾施設の防災・減災対策を実施します。

道央自動車道

日高自動車道

中央北ふ頭

道道259号線

中央北背後圏

国道36号

苫小牧東ＩＣ

苫小牧中央ＩＣ
(整備中)

倉庫・サイロ

苫
小
牧
港
西
港
区
中
央
北
ふ
頭
地
区
に
お
け
る
飼
料
原
料
の
輸
入
拠
点
整
備
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「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づく施策の実施

○ 農地の更なる大区画化
・汎用化の推進

担い手への農地集積・集約
化を加速化するとともに、大
型機械等の導入が可能な農地
の大区画化や排水対策、水管
理の省力化等のためのパイプ
ライン化等の整備を推進。

農業農村整備事業

「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づく、「農地の更なる大区画化・汎用化」、「水田
の畑地化、畑地の高機能化等」、「畜産クラスターを後押しする草地整備」を推進します。

また、防災・減災、国土強靱化の更なる推進に資するため、農業水利施設等の整備を
推進します。

大型機械等の導入が可能な大区画を創出

農業水利施設等の防災・減災対策

○ 水田の畑地化、畑地の
高機能化等の推進

排水改良等による水田の畑
地化・汎用化、区画拡大や畑
地かんがい施設の整備による
畑地の高機能化等の基盤整備
を推進。

○ 畜産クラスターを後押
しする草地整備の推進

大型機械化体系に対応した
草地・畑の一体的整備、草地
の大区画化等の基盤整備を推
進。

排水改良等による水田の汎用化

高収益作物の導入
（例：ブロッコリー）

大型機械化体系に対応した草地整備

農業水利施設等について、自然災害の際にも機能を確保するため、浸水被害の防止に直結す
る施設の改修・更新等の整備を推進。

整備された農業用排水路農業用排水路の整備による地域の排水機能強化

整備前 整備中

大区画〔標準3.4ha〕（最大6.8ha）

6.8ha

整備後
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【ＴＰＰ等関連政策大綱に基づく対策】

大規模流通拠点において、一貫した衛生管理の下で集荷・保管・分
荷・出荷等に必要な共同利用施設等を一体的に整備します。

水産基盤整備事業

水産物の更なる輸出拡大に向け、輸出拠点となる大規模な水産物流通
拠点等の整備を強化します。また、近年激甚化する台風・低気圧災害に備
え、人命・財産や施設被害、地域産業への影響を最小限に抑えるため、漁
業地域における防災・減災、国土強靱化を推進します。

【水産物輸出促進のための基盤整備】
大規模な流通・生産拠点における集出荷機能の強化や養殖水産物

の生産機能の強化等に係る基盤整備を推進。

【漁業地域における防災・減災対策】
漁業地域において、台風・低気圧による高潮・高波被害に備え、防波

堤等の耐浪化対策などを推進。

サロマ湖漁港第２湖口 航路埋塞状況

サロマ湖

オホーツク海

航 路

（事例） 特定漁港漁場整備事業 サロマ湖地区

◆サロマ湖漁港は、北海道北東部オホーツク海とサロマ湖を結ぶ第１湖口と第２湖口に位置し、サロマ
湖内の漁港を基地とする漁船の航路として、また、湖内水質環境を保持する湖水と海水の交換機能
を担っています。

◆湖内で生産されるホタテガイ種苗は全道各地へ出荷され、北海道のホタテガイ生産を支える拠点で
ある。ホタテガイは国内はもとより中国をはじめＥＵや北米等にも輸出されており、サロマ湖周辺漁港
は、全国生産量の約２割を占める一大生産地です。

◆第２湖口において、冬季風浪により航路の埋塞が発生し、漁船の航行に支障を来しており、ホタテガ
イ生産に与える影響も懸念されます。

◆航路の整備により、漁船の航行に必要な水深を確保し、ホタテガイ生産への影響を回避することに
より、安定的な生産・供給体制を確保し、輸出拠点としての機能を強化します。
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官庁営繕事業

【国民の安全・安心の確保】

■留萌港湾合同庁舎
１．事業概要
本施設は災害発生時における災害応急対策活動の
拠点となる官庁施設であるが、築後５１年経過して
おり、給排水設備の劣化が著しく、官庁施設の機能
確保に支障が懸念されるため、給排水設備の改修を
実施し、機能確保を図ります。

２．施工場所 北海道留萌市

３．構造・規模 ＲＣー３ １，８１８㎡

建物外観 給排水管の状況
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民族共生象徴空間（ウポポイ）の整備

民族共生象徴空間（ウポポイ）について、年間来場者数100万人
を目指し、エンターテインメント性のある夜間プログラム等、夜
間営業に対応した国立民族共生公園の施設整備を実施。

ヨコスト湿原・海岸

仙台藩陣屋跡
ポ
ロ
ト
湖

遊歩道

民族共生象徴空間（ウポポイ）の概要

ポ
ン
ト
沼

札幌市

新千歳空港

白老町

白老町位置図 ポロト自然休養林

ウツナイ川

慰霊施設

【 周辺の関連区域／ポロト湖周辺図 】

中核区域○体験交流施設等

将来へ向けてアイヌ文化の継承及びアイヌ文化の創造発展につ
なげるための拠点となるよう、中核区域に「国立アイヌ民族博
物館」と「国立民族共生公園」を整備

◯民族共生象徴空間（ウポポイ）における国立民族共生公園の整備

全体俯瞰イメージパース

国立アイヌ民族博物館

国立民族共生公園
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